
経 営 方 針

日本海信用金庫の平成21年度上半期（平成21年4月1日～9月30日）における

経営情報について、お知らせします。

日本海信用金庫の平成21年度上半期（平成21年4月1日～9月30日）における

経営情報について、お知らせします。

１.「日本海信用金庫ブランド」の確立
●顧客満足度（ＣＳ）の向上
●社会的責任（ＣＳＲ）への対応
●法令遵守（コンプライアンス）の徹底

２.「絆の経営」の実践
●地域再生、活性化への積極的な支援
●地域課題解決への協力
●地域産業再生への支援
●魅力ある商品、サービスの開発

３. リスク管理体制の強化とガバナンスの向上
●統合的リスク管理への適切な対応
●内部統制機能及びガバナンスの向上

４. 人材の育成
●人間性あふれる優れた人材の育成
●「人間力」豊かな課題解決型金融を担う人材の育成

日本海しんきん日本海しんきん
半期開示レポート半期開示レポート

平成21年度上半期業績のご報告平成21年度上半期業績のご報告

損益の状況

オフ・バランス取引項目
オペレーショナル・リスク
相当額を8%で除して得た額
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コア業務純益業務純益 当期純利益経常利益

　地域のお客様のご支援により、預金は前年同月比2,501百万円増加の90,354百万円と堅調に推移しました。
また、預金残高のうち個人預金が78.71%、一般法人預金が15.81%を占めております。

預金・残高推移・内訳

平成20年9月末 平成21年3月末 平成21年9月末

貸出金残高推移・内訳
　貸出金は地域経済の活性化および金融の円滑化に積極的に取り組んだ結果、前年同月比44百万円増加の50,357百万円となりました。
　日本海しんきんは、地域金融機関としてお客様からお預かりした資金を、地元の皆様に幅広くご利用いただいています。
　また、特定の業種やお客様に偏ることのないように留意するとともに、小口多数取引の推進に努め、貸出金資産の健全性を
維持、向上していきたいと考えています。
　業種別残高構成比では、個人が27.72%で最も多くなっています。

　平成21年9月末は、業務純益90,894千円、経常利益76,580千円、当期純利益118,247千円と安定した収益をあげております。
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平成20年9月末 55,093
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※ 「業務純益」および「コア業務純益」は決算速報ベースで記載しております。
※ 信用金庫においては中間決算を義務づけられておりません。
※ 平成20年9月末および平成21年9月末は期初から6ヶ月間の実績値です。

（単位：千円）

自己資本比率について

　自己資本比率とは、金融機関が保有
する資産に対する自己資本の割合をい
います。金融機関の健全性・安全性と
いった基礎体力を見るうえで、代表的か
つ重要な指標となっています。
　日本海しんきんの自己資本比率は
10.76%と前年同月比0.66ポイント増加し、
国内基準である4%を大幅に上回ってお
ります。

単位：百万円・％

（単位：百万円）●預金残高の推移

●貸出金業種別構成比（平成21年9月末）
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10.76%10.73%10.10%

平成21年3月末の自己資本比率は、自己資本比率規制の一部を弾力化する特例（平成20年金融庁告示第79号）に基づき、「その他有価証券の評
価差損」を基本的項目から控除しておりません。なお、「その他有価証券の評価差損」の額（319百万円）を控除して計算した場合の自己資本比率は
9.92%となります。
　平成21年9月末は「その他有価証券の評価差損」はありません。
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業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。なお、日本標準産業
分類の改定に伴い、平成21年9月末より改定後の日本標準産業分類に準じて区分してお
ります。
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　日本海しんきんは、毎期「金融検査マニュアル」等に基づき、厳格な自己査定を実施し、積極的な不良債権処理
を行っております。不良債権に対する保全には貸倒引当金を計上する等万全を期しております。なお、9月は仮決
算ということで仮自己査定を行っております。
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65
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100.00%
100.00%
69.86%
70.00%
19.59%
25.00%
86.93%
87.36%

不良債権への取り組み状況について

1　「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の
事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2　「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経
営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可
能性の高い債権です。

3　「要管理債権」とは、「3ヶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当す
る債権です。

4　「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、
上記以外の債権をいいます。

5　「金融再生法上の不良債権」における「貸倒引当金」には、正常債権に対する一
般貸倒引当金を除いて計上しております。

有価証券の時価情報

●金融再生法開示債権及び開示債権比率

棒グラフ………金融再生法開示債権額（単位：百万円）
折れ線グラフ…開示債権比率（単位：％）

平成20年9月 平成21年3月 平成21年9月
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4.00％
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4,930
4,301 4,007

7.85%
8.26%

9.66%

●満期保有目的の債券で時価のあるもの

●金融再生法開示債権及び同債権に対する保全状況

国　　　　　　　債
地　　　方　　　債
社　　　　　　　債
そ　　　の　　　他
合　　　　　　　計

●その他有価証券で時価のあるもの

●時価のない有価証券の主な内容および貸借対照表計上額

（注）上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

（注）上記の「その他」は、外国証券です。

※ 平成21年9月末の数値は、本決算と同様の処理を行ったものとして計上しています。

その他の証券

満期保有目的の債券 事業債

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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注）

金利リスクに関する事項

　銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例：貸出金・有価証
券・預け金・預金、積金等）について、金利変動により発生するリスク量をみるものです。当金庫の平成21年9月末の金利リス
ク量は、過去5年間の金利変動データに基づき統計処理（99%タイル値）によって求められた金利変動幅を使用した場合、
1,233百万円となりました。
　なお、要求払預金（普通預金、当座預金等）の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がありません。お客様の要求によって
随時払い出される要求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義し、当金庫で
は、要求払預金の50％相当額を期間帯「1年超3年以内（平均2.5年）」に全額置き、リスク量を算定しています。

地域貢献等

学校の校庭芝生化事業参加
学校の校庭芝生化事業について、当金庫はその趣旨に賛同し支援を行ってまいります。
また、今年度は周布小学校にスプリンクラーを寄贈しました。

毎年、新入社員を対象に研修を行っております。

日本海しんきん
ビジネスクラブ「新入社員研修」

後継経営者育成塾「せがれ塾」

※本資料に掲載してある計数は、原則として単位未満を切り捨てております。また、本資料に掲載する計数は、監査法人の監査を受けておりません。

平成20年9月末

1,355
平成21年3月末

1,516
平成21年9月末

1,233金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

地域行事にも積極的に参加しております。

豊かな海を守るため、
毎年役職員が参加しております。

江の川祭り参加

日本列島クリーン大作戦参加

（単位：百万円）
本 店
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東 支 店
長 浜 支 店
周 布 出 張 所
駅 前 支 店
三 隅 支 店
旭 町 支 店
益 田 支 店
長 沢 支 店
都 野 津 支 店
浅 利 支 店
国 府 支 店
江 津 支 店

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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浜田市殿町83番地1
浜田市京町58番地
浜田市朝日町1550番地
浜田市長浜町1528番地2
浜田市周布町イ61番地1
浜田市浅井町1583番地
浜田市三隅町三隅1373番地
浜田市旭町今市365番地3
益田市あけぼの本町10番地3
浜田市長沢町3036番地
江津市都野津町2280番地
江津市浅利町78番地1
浜田市下府町1671番地3
江津市嘉久志町2305番地9

0855-22-1850
0855-22-0358
0855-22-0357
0855-27-0305
0855-24-7300
0855-22-3700
0855-32-2500
0855-45-1313
0856-23-3456
0855-22-4180
0855-53-0306
0855-55-1090
0855-28-0205
0855-52-2620

TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL

店 舗 一 覧

浜田市役所出張所
笠柄出張所
済生会江津総合病院出張所
新町出張所

ジュンテンドー江津出張所
益田サティ出張所
グリーンモール出張所
ゆめタウン浜田店出張所

●

●

プリル出張所
シティパルク浜田出張所

●

●

●

●

●

●

店外ATM・CDコーナー

事業所の名称および所在地

地域企業との継続的な関係構築のため、若手経
営者に後継者としての知識・見識を勉強していた
だくため、せがれ塾を開催しております。

●はサンデーバンキング実施店
  （土、日、祝日ATM稼動）

●はサンデーバンキング実施店
  （土、日、祝日ATM稼動）




